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平成 29年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：ＨＩＶ感染妊娠に関する診療ガイドラインの策定 

 

研究分担者：谷口晴記  三重県立総合医療センター・副院長 

研究協力者：山田里佳  海南病院産婦人科・外来部長 

      白野倫徳  大阪市立総合医療センター感染症内科・医長 

      千田時弘  桑名市総合医療センター産婦人科・医長 

      定月みゆき 国立国際医療研究センター病院産婦人科・病棟医長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科・医員 

      大里和弘  済生会松坂総合病院産婦人科・医員 

      中西 豊  国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科・医長 

      井上孝実  （医）葵鐘会 

      塚原優己  国立成育医療研究センター周産期母性診療センター産科・医長 

      鳥谷部邦明 三重大学付属病院産婦人科・助教 

 

研究要旨： 

わが国においては、以下に示す HIV-1（以後 HIV）母子感染予防対策を完全に施行すれば母子感

染をほぼ防止できると言っても過言ではない。実際、1997 年以降、すべての感染予防対策が確実

に行われた症例から母子感染が成立したという報告はない（しかし残念ながら、療機関へ適切なア

クセスができなかった分娩例において HIV 母子感染が散見される）。 

わが国の HIV 母子感染予防対策は、①妊娠早期の HIV スクリーニング検査による感染の診断，②

抗 HIV 療法，③陣痛発来前の選択的帝王切開術による分娩，④帝王切開時のジドブジン（AZT）点

滴投与，⑤出生児への AZT シロップの予防投与，⑥児への人工栄養，の 6 項目である。 

これらの対策をすべて施行することによって、ほぼ完全といってよいほどの HIV 母子感染防止の

成績を残しているのである。そして幸いなことに、わが国はまだ絶対数としては HIV 感染妊婦が

少なく、世界的にみればまれなことではあるが、これらの対策を社会的にも医療経済的にも、計画

的に比較的容易にかつ安全に遂行できる国である。妊娠初期の HIV 検査もほぼ 100%の妊婦に対

して実施されるようになっている。 

最近、cART が行われている先進国から、分娩時の HIV RNA 量を検出限界以下に抑えこむこと

ができた場合は産道感染のリスクが低いという報告がなされており、わが国においても選択的帝王

切開の必要性について議論のあるところである。 

本ガイドラインでは、先進国の HIV 母子感染予防対策ガイドラインを比較検討し、わが国の特

色を考慮した母子感染予防対策を呈示した。 
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A.研究目的 

先進国では cART の進歩による恩恵により、

HIV 感染女性の妊娠数が増加してきているが、

児への感染は減少し続けている。日本でも HIV

が判明した女性の挙児希望の相談や、複数回妊

娠の希望例も増加している。HIV 感染症が慢性

感染症の一部であり、不幸にして HIV 感染を

きたした女性（および男性にも）は普通に妊娠

可能であり、児を授かることができる環境があ

ることは重要であると思える。我が国の実情に

あわせて、我が国独自の HIV 母子感染対策ガ

イドラインの策定を目的とした。 

 

B.研究方法 

先進各国の HIV 母子感染予防対策ガイドラ

インを精査し日本の現状と比較した。 

（倫理面への配慮） 

ヘルシンキ宣言に基づいた倫理原則を順守す

る。この分担班では個人情報を扱わないが研究

班全体の一環として研究班代表者と分担班代

表の所属施設での倫理委員会での承認を得た。 

C.研究結果 

下記の項目を選定した。 

１章 HIV 感染妊娠の現状 

１）世界の現状 

２）先進国の現状  

３）日本の現状 

４）HIV 母子感染の経路 

５）母子感染予防対策の歴史 

６）日本における母子感染予防対策の歴史 

 

２章 妊娠検査スクリーニング 

１）HIV スクリーニング検査と感染症スクリー

ニング検査 

２）妊娠中の検査とモニタリング 

 

３章 妊娠中の抗 HIV 療法 

１）薬剤耐性検査 

２）抗 HIV 薬の選択 

３）開始時期 

４）cART 内服中の妊娠 

５）妊娠後期に HIV 感染が判明した場合の

cART 

 

４章 特殊な状況 

１）HBV 感染合併 

２）HCV 感染合併 

３）結核感染合併 

 

５章 周産期管理 

１）妊娠糖尿病（GDM）の対応 

２）分娩方法（分娩様式・時期） 

３）切迫早産，早産・前期破水の対応 

４）分娩中の AZT 投与 

 

６章 児への対応 

１）児への抗 HIV 薬予防投与 

 

７章 未受診妊婦への対応 

 

８章 産褥の対応 

１）母乳 

２）産後の cART 

 

９章 HIV 感染女性の妊娠について 

 

D.考察 

わが国では、HIV 母子感染予防対策の対象と

なる妊婦は、年間多くても 30 例前後と少ない

特徴がある。そのため、HIV 母子感染対策を経

験したことがある医療施設数は多くない。日本

産婦人科学会は 2008 年から、妊娠初期検査の

中に HIV 母子感染予防対策は推奨度 A として

組み込むことを推奨している。そのため全国の

どの産婦人科施設であっても妊娠初期 HIV ス

クリーニング検査が陽性である患者が発生す

ることが考えられる。本ガイドラインを用いる

ことによって、躊躇なく母子感染予防対策が完

遂できることが予想される。 

 



145 

 

E.結論 

ガイドライン掲載項目は、わが国の HIV 母子

感染予防対策マニュアルと英国ガイドライン

の項目を考慮して決定した。 

分娩方法においては、わが国の医療体制の現状

（アンケート結果）を考慮し、選択的帝切を基

本的に推奨した。 

ただし妊娠 36 週時の血中ウイルス量が検出感

度未満である場合は経腟分娩も可能とした 

本ガイドラインでは分娩方法のみ先進諸国と

の乖離がみられる。ガイドラインの公開により

HIV 感染妊娠の経腟分娩に関して議論が進む

ことを期待したい。 

 

G.研究業績 

１）谷口晴記，山田里佳， 喜多恒和，塚原優己「産

婦人科感染症の診断・管理～その秘訣とピットフ

ォール」（３）母子感染症 HIV：臨床婦産科，72，

88－92，2018 

２）谷口晴記，白野倫徳，山田里佳* ，塚原優

己、合併妊娠の薬物療法 ⑫HIV母子感染予防

のための薬物療法、周産期医学、101－104、

2018 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 
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